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自治労県職労基本要求重点課題
～12月16日（金）基本要求回答交渉～

○過重労働の撲滅について

・恒常的に超過勤務が行われている職場には、必要な人員を配置すること。

・予算、議会対応について、管理調整会議での申し合わせ事項を再度徹底すること。

・いわゆる「調査もの」について、時期や内容の重複を避けるなど、関係部署に徹底すること。

・職員に過重な負担を強い、効率的な事務執行の妨げとなっている「厳格な執行」を「合理的な執行」に是正すること。

・時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行わないこと。また、必要な時間外労働手当・休日労働手当財源を確保し、時間外労働・休日労働への不払いを撲滅すること。

○人員について

・所属ごとの職員配置や事務分担の見直しを徹底し、時間外勤務が恒常的に行われている所属には人員を配置すること。

・短時間再任用職員が複数配置されている所属においては必要な人員配置を行うこと。

・メンタルヘルス不全による療養休暇、休職については、当事者の着実な復職支援、周囲の職員の負担軽減の観点から、当面、休職明けの一定期間については臨任職員を継続すること。

・職業訓練指導員について、西部方面技術校開校までに、最低限現在の欠員27名分を正規職員で配置すること。

・児童相談所の福祉職について職員の過重労働を解消できるだけの増員を行うこと。

○災害時の備えについて

・東日本大震災の経験を踏まえ、「災害発生に関する労働条件についての労使協定」の締結にむけて協議を行なうこと。
・職員の帰宅困難や県民の県機関への一時避難に備えて、水、食料、医薬品、毛布等の備蓄を行うこと。

○労働安全衛生の確立について
・健康管理センターに産業医を責任者とするチームを設け、組合との協議を含めて、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。

・リハビリ勤務中の公務災害・通勤災害問題の解決の為、損害保険等の加入について検討すること。

・東日本大震災での経験を踏まえ、キャビネットやロッカー等の転倒防止対策、内外壁の落下防止策等、災害時の安全確保策を講ずること。

○節電対策に係る労働安全衛生の確保について
・いかなる場合においても、労働安全衛生法を遵守すること。例外的取扱を行う場合は、組合との協議・合意を前提とすること。

・今夏の「節電対策」について、科学的根拠に基づく合理的・効率的な節電対策であったか検証を早急に行い、組合と協議すること。

・今冬、又は来年の夏以降においても「節電対策」を実施する場合は、組合との事前協議、合意を前提とすること。

・今後「節電対策」を実施する場合は、健常者の視点ではなく、障害のある職員・県民の利用を前提に、当事者から意見を聞いたうえで、室温、照明、エレベータ、自動ドア等の設定を検討すること。

○人事評価システム・人事制度について

・人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。

・一連の人事制度改革については、組合としては合意に至っておらず、性急な制度導入により職員の負担が増している。また、一方で高齢職員については事実上制度の枠外に置かれるなど多くの問題があり、大幅な見直しを行うこと。

・職員のモチベーションが維持できるような昇任昇格を行うこと。

○行政システム改革について

・各局に設置された「企画調整部」等は、煩雑な決裁を招くなど、業務の効率性や職員の労働時間短縮の観点からも支障をきたしており見直すこと。

・予算、庶務等の内部管理事務は、各部の筆頭課に人員を配置の上で集約すること。

・グループリーダーの負担を軽減するよう具体的な措置を講ずること。

・地域県政総合センターや土木事務所、県税事務所等、出先機関の再編にあたっては、自治労県職労との十分な交渉と合意の上で行うこと。

・西部方面職業技術校開校までに、職員のモラールを維持・向上できるよう職制を整備すること。

・第三セクター等、県関連組織職員の賃金・労働条件について「県準拠」を口実に一方的な切り下げを行なわず、当該の労働組合と十分協議すること。

○臨任・非常勤・再任用職員の賃金・労働条件改善
・行政補助員制度を抜本的に見直し、一方的な雇い止めは行わないこと。
・健康診断を充実すること

・健康管理センターを知事部局職員と同様に利用できるようにすること。

・任用形態については、再任用希望者の意向を十分尊重すること。

○ノーマライゼーションの推進について 

・加齢による障害の重度化に伴う通勤や業務遂行上の課題を把握し、障害のある職員が定年まで生き生きと働き続けられる環境を整備すること。

・視覚障害者が利用可能となるよう、人事給与システム、意向申告書様式、自己観察記録様式を早急に改善すること。

・本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。

○自治体最低賃金および自治体公契約条例の制定など公正労働基準の確立について
・自治体に雇用されるすべての労働者、地域公共サービス関連労働者を含めた労働者の最低賃金を、実額で月額161,600円　日額8,080円　時間額1,040円とすること。
・「安さ」のみを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札制度に改革するため、公正労働、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画、環境への配慮、行政施策への協力実績等を踏まえた総合評価を落札条件とし、必要な条例を制定すること。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































